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第10章外交政策のインパクト

第11章結論
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本書は， 1953年の朝鮮戦争休戦以後から80年代初まで

の時期の大韓民国（韓国）と朝鮮民主主義人民共和国（北

朝鮮）双方の外交政策を国内的環境，同際的環境の推

移・変化を跡づけながら，いわゆる外交政策決定過程モ

デルに従って比較分析したものである。これまでほとん

ど本格的な研究がなされてこなかった分野だけに注目さ

れる研究である。

著者は現在，イリ Jイ大学の政治学教授の地位にある

在米韓国系学者であり，韓国，日本だけではなく， 1981

年 7月から 8月にかけての19日間，北朝鮮を訪問してお

り， 「はしがき」のなかで， 北朝鮮訪問時に接した人々

からイデオロギーよりも血のほうが濃いことを1吾ったと

記している。こうした現地経験をもとに同胞としての立

場から，南北の外交政策の比較考察を行なっている。な

お，著者は北朝鮮の外交政策に関する著作もすでに発表

している。

II 

本書の構成ほつぎのようになっている。

第 1章序

第2章外交政策のパターン：概観

第 3章行動環境：国際的条件

第 4章行動環境：国内的条件

第5章心理的環境：態度のプリズム

第 6章心理的環境：エリート・イメージ

第7章政策決定過程：構造と手順

第8章外交政策のアウトプット：戦略的決定と行動

決定

第 9章 外交政策のアウトフ゜ット：戦術的決定，象徴

的そして実質的行動

『アジア経済』 XXVII-7 (1986. 7) 

以下，それぞれの内容の要点・ボイントを紹介してい

くこととする。

第 1章：現在も軍事的に緊張状態にある朝鮮半島ぱ，

その戦略的，地理的位置から周辺の 4大国（中国，ロシ

ア，日本，戦後のアメリカ）間の抗争の場となってき

た。今後もこの太平洋の 4大国は朝鮮半島と密接な関係

をもっていくと思われる。

学問的見地からすれば，朝鮮半島の二つの国家は共通

の先祖，言語，歴史的遺産，文化的伝統をもちながら30

年以上も互いに敵対し，イデオロギー的に分極化した国

家であり，ことあるごとに傷つけあっている。南北双方

の外部からの刺激に対する対応の比較研究は一般的に外

交政策態度の理解に大きく貢献することができよう。

研究分祈のための情報・データの入手は南北双方とも

きわめてむずかしく，わずかに南の方がよい程度にすぎ

ず，南北双方が発した情報，資料の解釈には充分注意が

必要である。南北の外交政策システムの比較分析の枠組

としていわゆる外交政策決定過程論の立場から分析をす

すめる。

行動環境として国内的条件，国際的条件をインフ゜ヅ

トし，いわゆるブラックボックスとしてのコンバーショ

ン・プロセスに心理的環境，決定過程を入れ，外交政策

決定をアウトフ゜ットし，前者にそれぞれフィードバック

させる。

この研究の主眼は南北朝鮮の外交政策システムに焦点

をあわせながら南北の再統一政策のいくつかの側面を明

らかにすることであり，南北朝鮮の主要大国や第三世界

に対する政策の歴史的分析を目的としたものではない。

第 2章： 30年におよぶ南北朝鮮双方の外交政策は，

第 1 に三つの戦略目的ー―—正統性 (legitimacy)，安全保障

(national security)，経済発展(economicdevelopment) 

一の追求，第2に自力更生 (self-reliance)の強調，そ

して最後に変化する対外的な刺激に応じての外交の硬直

性と柔軟性の混合を特色としてもつ。三つの戦略目的は

相互に関連し合い，ソウルとヒ゜ョンヤンはこれらをめぐ

って競合し，対立している。それはソウル（韓国）の正

統性を認める諸外国の数が増大すれば，逆にヒ°ョンヤン

（北朝鮮）の正統性を認める諸外国の数が減少するとい

う例に示されている。

南北の外交政策の最大の目標である諸外国による正統
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性の認知（外交関係の樹立，承認）に関しては，韓国が

国連（決議）によって合法的政府として認められてきた

経緯から，北を大きくリードしてきたが，その後，北も

第三世界への外交攻勢により追い上げてきている。正統

性の確保とともに国家の安全保障の維持，確立が経済発

展と不可分の関係にあり，南北ともに経済発展を最頂要

視するようになってきた。目力更生を実現したいという

共通の願望にもとづいて，南北双方とも多面的な政策を

展開している。北では国家的イデオロギーとしての主体

（チュチェ）思想にもとづいて経済建設をすすめ，南で

は朴大統領時代から外国資本の導入と外国貿易によって

経済的近代化を追求してきた。

南北双方ともに上記の三つの戦略目的の追求のために

はかなりの弾力性をもっているが，双方の再統一戦略は

硬直したものである。北の戦略は，北に強力な革命基地

を建設し，南の革命剪力を育成し，批界的に反帝・反米

勢力と連帯し，全朝鮮での革命を達成することである。

これに対し南の戦略は経済的潜在力を中心としたナショ

ナル・パワーの強化によって共産主義を克服するという

ものである。しかし，このように敵対している南北の外

交政策パターンの間には相違性よりも共通性を指摘する

ことができる。つまり上記の三つの戦略目的と自力更生

をともに追求するという、9!、＇，において，ともに戦略的保守

化傾向と戦術的オポチュニズムが認められる。

第3章：朝鮮半島をめぐる30年におよぶ国際環境，国

際政治状況のなかで特に注目すべきことは，いわゆる多

極化現象であり，非同盟諸国の団結， 1970年代のデタン

ト，相互依存関係の深化などであり，こうした国際的条

件のもとで南北朝鮮は外交政策を展開してきた。デタン

トの進行のなかでアジアの冷戦構造も崩壊し，南北間に

も対話が再開される状況になってきたが，依然として基

本的な対立関係に変化はなく，相互不信と敵対関係が続

いている。

第 4章：南北双方の国内環境における特色は，経済成

長，軍事力の増強，政治的ダイナミックスであり，韓国

の1960年代以降の経済成長はめざましいものである。成

長の要因としては，政治的安定性，強力なリーダーシッ

プ，経済発展への強力な政策の実施，良好な社会的環

境，質の高い労働力，外国からのグラント，ローンの流

入などがあげられているが，一方ではインフレの進行，

低賃金，都市と地方の格差の増大などの諸問題を生みだ

している。しかも，韓国の経済は貿易依存度が高いため

に外交に特に負担を負わせている。
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北朝鮮の経済状況に関しては，データ不足であるが，

1960年代以降の韓国の経済成長とは対照的に停滞状況に

あるといわれている。 1970年代に入って表面化した貿易

代金不払問題は，かなり誇張されて報道された。貿易バ

ランスも 1970年代末には出超に転じ，全般的に言えば経

済建設は相当進んでいるが，克服すべき課題もまた多

Vヽ

゜
軍事力の増強に関しては，南北双方と i，公表されてい

る予算文書では実際の軍事支出を控え且に発表している

ようである。

権力構造に関しては，南北間に相違が存在している

が，南北ともに権力者に異常なまでに政治権力が集中し

ており，反対勢力がともに認められていない。

第5章：南北双方の支配的イデオロギーは，ナショナ

リズムであり，特に北朝鮮はチュチェ思想で完全武装さ

れており， 1950年代中葉から強識されるようになった。

韓国でも朴大統領時代 (1970年代前半）に民族の主体性

を強凋したが，程度の差こそあれ，南北ともに民族の主

体性，プライド，アイデンテイティをエネルギーとして

当面する諸問題の自力による解決を目指してきた。

さらに，重要な歴史的遺産として周辺 4大国に対する

深い不信感，警戒心が双方に存在している。そして，南

北それぞれの最高権力者（金日成，朴正熙など）の個人

的素質，経験などが政策決定過程のなかで決定的なもの

になっている。

第 6章：南北の外交政策決定過程に関与するエリート

たちはいかなる対外イメージ，諸国像をいだいているの

か，という点についてであるが，金H成のアメリカに対

するイメージは，朝鮮の再統一に反対している中心的な

障害であり，第 1の敵であるというものである。そし

て，最も重要なことは，金のアメリカ帝国主義イメージ

は北の安全保障の必要性から理解すべきであるという点

である。 1976年以来の米軍と韓国軍合同のチームスピリ

ット作戦に対してつねに北は批難し続けてきているが，

北は米韓によって包囲されているという恐怖心をいだい

ており，しかも，その脅威を切迫したものと感じてい

る。これを単なる北の安全に対するプロパガンダである

と片づけるのはあやまりである。

つぎに，日本帝国主義の脅威イメージは，本心からの

ものであり，それは，マルクス・レーニン主義，特にレ

ーニンの帝国主義論，さらに H本の植民地支配の歴史的

遺産，そして，金日成自らの抗Hゲリラ闘争の経験とい

う三つが，戦後日本の経済力の増大と結びついて形づく
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られている。

金日成の韓国イメージは， リアリズムと希望的観測の

双方が混ざり合ったものであり，韓国の大衆は革命的潜

在力をもっているというイメージには問題がある。北は

朴政権時代の抑圧政策の首謀者はアメリカであり，さら

にワシントンを朴暗殺の無言の共謀者であるとみてい

る。

他方，韓国の朴正熙のデタント・イメージは，大国は

緊張緩和を口実に中小国の利益を犠牲にする危険があ

り，警戒すべきであるというものであった。緯国のモス

クワ，北京に対するイメージは，朴時代から韓国の潜在

的脅威であるという点で変化はないが，朴は北朝鮮とそ

の他の社会主義諸国との間には重要な相違があるとし，

他の社会主筏諸国は平和的共存を受け入れているなどそ

の相違を明らかにし，中華人民共和国との関係改善に積

極的姿勢を示していた。朴の北朝鮮イメージは一貫して

北は全朝鮮を共産主義化するという無謀な計画にヤ念し

続けている，というものであり，全世界の国々のなかで

も最も孤立し，理性のない国であるというものである。

こうした朴の北朝鮮イメージはその後継者である全斗換

にも基本的に受けつがれ，北を敵視している。

第7章：北朝鮮の政治体制は，朝鮮労働党を中心と

し，中央人民委員会，党政治局，政府・外務部が外交・

対外関係を決定しており，これらを含め17の党・政府機

関が分担し，社会科学院も外交政策決定に関与してい

る。

韓国では，李承晩，朴正熙時代の外交政策の決定は人

的にも制度的にも大統領と少数の側近による圧倒的な権

力によってなされていた。全政権になってやや以前より

もいくつかの機関，グループによって外交政策が決定さ

れるようになったが，その中心は韓国陸軍士官学校の第

17期生であり，朴時代のKCIAと青瓦台にかわり KCIA

の後身，国家安全企画部(ANSP)が重要な役割を担って

いる。

第8章：南北それぞれに民族の再統一を日（内としてい

るが，その戦略決定には大きな差異がある。

1958年9月8日に金日成は平和的再統一は， (1)北半部

の社会主義勢力を強化すること，（2）アメリカ帝国主義者

と反逆者李承晩一味を南朝鮮の愛国的，民主内勢力の民

族解放闘争で打倒すること， によって実現すると述べ

た。 1960年代初めからは，いわゆる三つの革命戦略の遂

行を唱え， 64年 1月27Hには同じく革命勢力の前進を三

つの戦線（北朝鮮，南朝鮮，全世界）で可能にし再統一

書 評ー ：：： 

を現実のものにするとした。金日成の再統一戦略の論理

は，南朝鮮の人々と世界の反帝勢力が，南朝鮮から米軍

を追い出し，北朝鮮を南朝鮮の人々の手による政権を生

み出すための基地とするというものである。このような

戦略は，ベトナム戦争（ゲリラ型の人民戦争）と 1960年

4月の南での学生革命の成功（李承晩政権打倒）という

状況をふまえて採用されたものといえよう。さらに米帝

の植民地である南朝鮮の解放・革命の成就と資本主義に

対する社会主義の優越性の信念が背景にある。

韓国の再統一戦略は，北朝鮮に比べてそれほど明確で

はないが，北朝鮮を超える国力（経済力）の実現を第 1

にしており，韓国の北朝鮮に対する反感は，北の韓国に

対するものよりも強烈ではないようである。 1961年5月

に明らかにされた朴大統領の再統一戦略は国力増強に特

色があり， 18年に及んだその統治期間だけではなく，そ

の後継者にも共通したものである。それは，先建設，後

統ーであり，勝共統一として知られる。

南北関係に大きな転期をもたらしたのは， 1971年の二

クソン訪中，米中関係の改節であり，これをうけて発表

された72年7月4日のいわゆる南北共同声明である。そ

の後，南北直接対話がたびたび中断しつつも本格的に開

始されるようになって今日に至っている。

北朝鮮の再統一戦略で特に注目すべきは， 1980年10月

10日に提案された高麗民主連邦共和国創設提案である。

10項目に及ぶこの提案はこれまでになく南に対する妥協

的姿勢がうかがえ，この提案を南が受け入れる可能性の

問題も浮上してきた。北は南がこの提案を受け入れるこ

とを本当に信じているのであろうか。また，この提案は

国際的なプロバガンダの大きな道具としてももくろまれ

たものである。

著者は第 9, 10章において南北それぞれの戦術的決

定，諸行動について個々の事件，対話提案 (3者会談，

最高指導者会談，赤十字会談）ごとに具体的に論述して

いる。さらに南北の再統一政策，対米政策，対H政策，

対非同盟諸国政策などについても述べているが紙幅の関

係で省略し，以下，結論についていくつかのボイントを

紹介したい。

(1) 南北の外交政策のレトリックと行動には，相違性

よりも共通性をみることができ，双方とも三つの共通の

戦略目的（正統性，安全保障，経済発展）を追求してお

り，最も重要なことは，上記目的のうちの二つは，いわ

ゆる破壊的なゼロ・サムゲームによってのみ追求でき
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る点である。南北ともにその正統性の意味は単に国際的

法主体として他国に承認されるだけではなく，朝鮮半島

での唯一の合法的政府であることを指すのである。この

目的は敵対する相手の犠牲のうえにはじめて得られるも

のである。また，その安全保障も互いに排他的で永続的

な悪循環になりがちである。もう一つの目的である経済

発展も前記の二つの目的に密接に関連しており，南にと

って経済発展は自セのための直接的目的であるが，北に

とっては外交における技術となっているようである。

(2) このような三つの戦略目的の優先順位に関して

は，北は正統性を第 1にしており，逆に南は安全保障と

経済発展を優先している。もうひとつの共通バターンは

ともに自力更生を強凋している，点であり，さらに硬直性

と柔軟性の混合である。

(3) 南北の外交政策とその行動を理解するには，世界

の多極化，第 3世料非同盟諸国の成長，米中和解，中

ソ対立，世界的な相互依存の深化という状況をふまえる

ことが重要である。南北にとって最も重要なイデオロギ

ーはナショナリズムであり，北は南をこの｝誌でしのいで

おり，それは国際的行動での硬直性として現われてい

る。

(4) 南北の指導者の間で最も H立つ箆異は， リアリズ

ムの程度とイデオロギーの影響であり，外交政策決定過

程では双方とも権力が最高指導者に集中している、点は共

通している。外交政策の形成においては，北はイデオロ

ギーを優先し，南はナショナル・インタレストを優先す

るといえよう。

m 

以上，いくつかの見解，指摘を紹介してきた。これら

の他にも注目すべき点はあるが，最後に本害に関しての

私見を若干述べさせていただきたい。

本書は南北の外交政策の比較研究という意欲的な研究

であり，双方ともに三つの戦略H的の氾求を一貰して行

なってきているという指摘は妥当なものと言える。しか

し，外交政策決定過程システムの理論的研究であって

も， 30年に及ぶ南北と諸外国との関係拡大という現実を

も外交の実態として把握し分析を加えることが必要であ

ろう。著者が示している南北の大使級外交関係樹立の年

代表（北 11ページ，南 12, 13ページ）に明らかな外

交関係の推移，事実の進行をどのようにみるのか。双方

と外交関係を樹立している国はすでに70カ国を超え，同

I IO 

時に南北双方と外交関係を樹立している国は10カ国以上

になっている。南北ともにその正統性を主張しつつも現

実にはこのような外交関係が樹立されてきている。

さらに，結論部分においても前記の見解をくり返し，

分析結果の明示が全体的に欠如しているように思われ

る。また，著者の方法論に関してもその一般的な有効性

を否定するものではないが，南北ともに少数の権力者に

権力が集中しており，いわゆる民主的な外交政策決定過

程モデルの適用には無理があるように感じられる。著者

は南北の最高指導者の個人的素質，イメージの重要性を

指摘しているものの外交政策の決定に果たすその役割に

ついて充分に分析，論述しているとは言いがたい。換言

すれば，南北の外交政策の決定過程において決定的な役

割を担っている最高指導者の個人的素質，対外イメージ

・認識の分析により力点をおいて外交政策の決定過程全

般を分析したほうが，より南北の外交政策決定過程の特

色を明らかにすることが可能であるといえよう。

しかしながら，本書は従来，個々に断片的になされて

きた南北の外交政策対外関係の研究水準を大きく裔め

るものであり，南北の外交政策決定過程の比較研究とし

て先駆的なものであることは明らかである。研究上の大

きな制約にもかかわらず，南北の外交政策決定過程の体

系的分析を試みたことは，大いに評価される。南北双方

の立場からも学問的に学ぶことが多いのではないだろう

か。筆者は在米の立場を研究面で充分に活かしつつ，海

外同胞として南北の再統一の早期実現をも願いながら，

あくまでも一方に片寄ることなく冷静に，かつバランス

よく筆をすすめ書いている。このような点からみても，

本書は南北朝鮮の外交政策，対外関係研究に興味をもっ

研究者にとって必読の書であるといえよう。

大沼久夫（群馬大学講師）


	I
	II
	III

